
事業概要説明シート

昭
和

事務事業名 議会等運営事務

事業開始年度 担当部署 市議会事務局1947(Ｓ22)年度

目　　　的
（何のために）

本会議、常任委員会、特別委員会、委員協議会その他の会議を円滑に運営するため。

対　　　象
（誰・何を対象に）

議員、市民

事業内容
諸会議が円滑に開催されるために準備等を行う。また、市民に開かれた議会を目的として、庁内のモニター
テレビによる本会議開催中の審議内容の実況放映、市議会ホームページにおける本会議録画映像の配信
のほか、聴覚障害がある方などのために本会議への手話通訳者派遣を行っている。

根拠法令 地方自治法、枚方市議会会議規則、枚方市議会委員会条例　他

実施方法
□直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■その他（一部委託：議場音声拡張システム保守点検を民間企業に委託している。　　　　　　　　　　）

類似事業 なし

事業の必要性 議会等運営事務は、諸会議の円滑な運営、市民に開かれた議会の実現のために必要である。

事務事業番号 10601420013

総点検－様式2

正職員 人 25,484
千
円 3.65 人 29,200

千
円 3.65 人 28,857

千
円

再任用職員 人 0
千
円 人 0

千
円 人 0

千
円

非常勤職員等 人 253
千
円 0.20 人 335

千
円 人

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千円

従事職員数 概算人件費

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

3.15

0.15

人件費計(A) 25,737 29,535

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

28,857

直接経費(B) 189 180 245

総事業費(A+B) 25,926 29,715 29,102

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金

その他

一般財源 25,926 29,715 29,102

府支出金

受益者負担
(使用料等)

平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

各種委託料（議場音声拡張システム保守点検委託料１８０） 180

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く)
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単位

① 回

②

③

① 円

②

③

事務事業名 議会等運営事務

事業開始年度 1947(Ｓ22)年度 担当部署 市議会事務局

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

会議の開催回数 84 100 100

297,150 291,020

事務事業番号 10601420013

成果目標
（目標とする成果）

諸会議を円滑に運営し、また、開かれた議会を実現する。

比較参考値

本会議等の映像の中継、録画放映については、民間委託をしている地方議会も多いが、民間委託では多
額の費用が発生すると考えられるため、本市議会においては、YouTubeの活用等、経費のかからない手法

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費/会議の開催回数 308,642

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続
（改善済み）

平成２４年度は市議会事務局体制を一元化したため、この１年の事務執行の在
り方を検証し、さらなる諸会議の円滑な運営に向け、事務の効率化を図る。特
に、現在、議会改革調査特別委員会において、より開かれた議会の確立に向
け議論が進められており、その動向に即応できるよう柔軟な組織運営を行う。

特記事項

市民からのニーズ等に基づき、平成１９年第４回定例会から本会議への手話通訳者派遣を試行し、平成２０
年度から本格運用を行っている。また、平成２３年第２回定例会分から市議会ホームページで本会議録画映
像の配信をスタートし、本会議録画映像配信ページへのアクセス件数は平成２４年度で約４.０００件となって
いる。

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

改善
市議会事務局組織の一元化に伴う職員配置の見直しにより、諸会議の円滑な
運営を効率的に行っていく。また、傍聴者等からの意見を参考に、より開かれた
議会を推進する。

一次評価結果
（平成24年度）

改善に係る具体策の内容はどのようなものか。

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

額の費用が発生すると考えられるため、本市議会においては、YouTubeの活用等、経費のかからない手法
で本会議の録画映像配信を実施している。日本経済新聞社による平成２４年４月１日現在の調査において、
全国市区議会の「議会改革度ランキング」において府内３位、情報公開度では府内トップとなっている。ま
た、本会議を傍聴される希望者に対して手話通訳者を派遣しているが、近隣市町村での実績は少なく、先
進的な事例となっている。


